
活力ある持続可能な社会の実現を目指す観点から、
優先して取り組むべき栄養課題について
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第２回「自然に健康になれる持続可能な

食環境づくりの推進に向けた検討会」
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全世代や生涯の長きにわたり関係し得る重要な栄養課題
（「ナトリウム（食塩）の多量摂取」以外）

・「若年女性のやせ」

・「経済格差に伴う栄養格差」



日本人の若年女性のやせの状況
○ 「健康日本２１(第二次)」において、若年女性のやせは、骨量減少、低出生体重児出産のリスク等との関連があ

ることが示されている。
○ 日本人の20歳代女性のやせの者(BMI<18.5)の割合は、中長期的には増加傾向。

やせの者(BMI<18.5)の割合の年次推移(20～59歳女性)

（出典）厚生労働省「平成29年国民健康・栄養調査結果の概要」 2



（参考）成人女性のやせの国際比較（2016年）
日本は、主な先進国の中でも、成人女性のやせの割合が高い状況にある。

（％） 成人女性のやせ(BMI<18.5kg/m2)の割合の国際比較
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（出典）吉池信男,ほか: 肥満研究. 2018 Apr; 24(1):16-21.を基に厚生労働省健康局健康課栄養指導室で作図

主な先進国として、経済協力開発機構（OECD）開発援助委員会（DAC）加盟国のみ図示
※スロベニアのデータは不明
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（参考）日本における低出生体重児

出生数及び低出生体重児(2,500g未満)の割合の年次推移

令和元年における日本の低出生体重児の割合は、9.4％である。
低出生体重児の増加の要因として、医学の進歩(早期産児の割合の増加)、多胎児妊娠、妊娠前の母親のやせ、妊娠
中の体重増加抑制、喫煙等の因子が報告されている。

（人） （％）

（出典）厚生労働省「人口動態統計」、「健康日本21(第二次)」中間評価報告書
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（参考）低出生体重児の割合の国際比較（2017年）
日本は、主な先進国の中でも、低出生体重児の割合が高い状況にある。

（％） 低出生体重児(2,500g未満) の割合の国際比較
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主な先進国として、経済協力開発機構（OECD）開発援助委員会（DAC）加盟国のみ図示
※ベルギー、チェコ、ドイツのデータは不明

5（出典）OECD Family databaseのデータを基に厚生労働省 健康局健康課 栄養指導室で作図
(http://www.oecd.org/els/family/database.htm, 2021年３月18日アクセス)



①200万円未満 ②200万円以上
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安全性 (％) 男性
女性

40.1
61.3
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67.3 ★ ★

価格 (％) 男性
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49.4
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71.1
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76.2
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72.0 ★

（出典）厚生労働省「平成30年国民健康・栄養調査結果の概要」

○ 食品を選択する際に「栄養価」を重視すると回答した者の割合は、世帯の所得が600万円以上の世帯員に比較
して、男女ともに200万円未満の世帯員で有意に低い。

所得と食生活等に関する状況

所得と食品を選択する際に重視する点に関する状況(20歳以上、男女別)

6

注１）生活習慣調査票の問１と問２に回答した者、かつ、世帯主又は世帯の代表者が問12と問13に回答した世帯の世帯員を集計対象とした。
なお、同一世帯で複数の世帯員が問12又は問13に回答した世帯、及び問13で「わからない」と回答した世帯は集計から除外した。

注２）推定値は、年齢階級(20-39歳、40-59歳、60-69歳、70歳以上の４区分)と世帯員数(１人、２人、３人、４人、５人以上世帯の５区分)での調整値。割合に関する項目は直接法、
平均値に関する項目は共分散分析を用いて算出。

注３）世帯の所得額を当該世帯員に当てはめて多変量解析(割合に関する項目はロジスティック回帰分析、平均値に関する項目は共分散分析)を用いて600万円以上を基準とした他の３群との
群間比較を実施。

注４）★は世帯の所得が600万円以上の世帯員と比較して群間の有意差があった項目。



（出典）厚生労働省 2019年国民生活基礎調査のデータを基に健康局健康課 栄養指導室で作図
（https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa19/index.html, 2021年３月４日アクセス）

（参考）日本における貧困率の年次推移
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注：１）1994（平成６）年の数値は、兵庫県を除いたものである。
２）2015（平成27）年の数値は、熊本県を除いたものである。
３）2018（平成30）年の 「新基準」 は、2015年に改定されたOECDの所得定義の新たな基準で、従来の可処分所得から更に「自動車税･軽自動車税･自動車重量税」、

「企業年金･個人年金等の掛金」及び「仕送り額」を差し引いたものである。
４）貧困率は、OECDの作成基準に基づいて算出している。
５）大人とは18歳以上の者、子どもとは17歳以下の者をいい、現役世帯とは世帯主が18歳以上65歳未満の世帯をいう。
６）等価可処分所得金額不詳の世帯員は除く。

※ 「子どもがいる現役世帯」における、大人の人数別の貧困率（2018年）
（旧基準） （新基準）

「大人が一人」 世帯 48.1％ 48.3％
「大人が二人」 世帯 10.7％ 11.2％

2018
（旧基準）（新基準）

（年）
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（出典）OECD Family databaseのデータを基に厚生労働省 健康局健康課 栄養指導室で作図
(http://www.oecd.org/social/family/database.htm, 2021年３月11日アクセス)

（参考）子どもがいる現役世帯のうち、一人親世帯の貧困率の国際比較（2015年）

62.2

50.848.0
43.742.9

37.737.435.833.732.332.131.130.529.628.127.827.726.225.925.524.723.021.721.0
14.9

7.2
0

10

20

30

40

50

60

韓
国

日
本

カナ
ダ

米
国

ス
ペ

イン チ
ェコ

アイ
ル

ラン
ド

ベ
ル

ギ
ー

ル
クセ

ン
ブル

ク

ス
ロバ

キ
ア

ハ
ンガ

リー

ポ
ル

トガ
ル

ポ
ー

ラン
ド

ギ
リシ

ャ

ドイ
ツ

オ
ラン

ダ

イタ
リア

ス
ウェ

ー
デ

ン

オ
ー

ス
トリ

ア

ス
ロベ

ニア

フラ
ン

ス

アイ
ス

ラン
ド

英
国

ノル
ウェ

ー

フィ
ン

ラン
ド

デ
ン

マー
ク

ニ
ュー

ジ
ー

ラン
ド※

ス
イス

※

オ
ー

ス
トラ

リア
※

（％）

主な先進国として、経済協力開発機構(OECD)開発援助委員会(DAC)加盟国のみ図示
※ニュージーランド、スイス、オーストラリアについては、2015年のデータは不明

日本は、主な先進国の中でも、一人親世帯の貧困の割合が高い状況にある。
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